
内（本）

010内 閣 本 府 566469,6, 046198,6, △ 520271,

010内 閣 本 府 共 通 費 56281, 97387, 4116,

1 01-95内閣本府一般行政に必要
な経費

令 和 ６ 年 度 歳 出 概 算 要 求 額 明 細 表

19内 閣 府 所 管(政策統括官（防災担当）)
(単位:千円)

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

191政策統括官（防災担当）
一般事務処理に要する経
費

57673, 97779, 4016, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )96772, ( )19974, ( )95874, ( )95874, ( )01674,
予 算 額 96772, 19974, 95874, 95874, 01674,

（要求要旨） 
  「内閣府設置法」第４条第３項第７号の９に基づく、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び災害から 
の復興に関する基本的な政策に関する事項の企画及び立案並びに総合調整に関する事務を行う。 
 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 7661, 7661, 0 会議出席謝金 7661, 7661,( )

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 4485, 4615, 13１　内国旅費

災害関係調査等旅費 7022, 6892,( )

２　外国旅費

国際会議出席等旅費 7592, 7592,( )

計 4615, 4485,( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 1725, 1905, 18１　内国旅費

災害関係調査等旅費 5763, 5583,( )

２　外国旅費

国際防災協力推進旅費 6141, 6141,( )

計 1905, 1725,( )

95016-2123-09-1010庁 費 19061, 56067, 3706, １　会議費 9 0( )

２　賃金 83366, 71957,( )

３　保険料 679 3463,( )

４　子ども・子育て拠出金 39 125( )

計 56067, 19061,( )

2 06-95重要政策に関する会議等
に必要な経費

701中央防災会議開催等に要
する経費

9867, 9967, 10 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )2688, ( )8885, ( )6895, ( )0228, ( )7515,
予 算 額 2688, 0688, 0228, 0228, 9917,

（要求要旨）                                                                                   
 「災害対策基本法」に基づき、防災基本計画及び非常災害に際しての緊急措置に関する計画を作成し、  
これらの計画の実施を推進するとともに防災に関する重要事項を審議し、また、専門の事項を調査させる 
ため、専門調査会を設置し審議する。 

95016-2111-05-0200委 員 手 当 3013, 3013, 0 中央防災会議 3013, 3013,( )

95016-2129-06-0110諸 謝 金 3271, 3271, 0 中央防災会議謝金 3271, 3271,( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 4792, 4892, 10中央防災会議旅費 4892, 4792,( )

95016-2123-09-1010庁 費 879 879 0 １　会議費 43 43( )

２　雑役務費 836 836( )

計 879 879( )

020内 閣 本 府 施 設 費

3 01-95内閣本府施設整備に必要
な経費

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

046東京湾臨海部基幹的広域
防災拠点の改修に要する
経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )1765, ( )0( )0( )0( )0
予 算 額 1765, 0 0 0 0

95016-1202-08-2360施設施工旅費 0 0 0

95016-1203-09-2031施設施工庁費 0 0 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

068防 災 政 策 費 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )587628,22, ( )841688,8, ( )651835,15, ( )485776,10, ( )785741,6,
予 算 額 211106,6, 462093,8, 828808,7, 586822,6, 970467,6,

4 01-95防災基本政策の企画立案
等に必要な経費

004388,6, 073110,6, △ 931277,

001防災に関する普及・啓発
に必要な経費

550574, 286524, △ 26450, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )859519,( )826546,( )696632,( )157596,( )912505,
予 算 額 460526, 404520, 545553, 730517, 078507,

006実践的な防災行動推進事
業経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )286117,( )874142,( )983160,( )604167,( )97194,
予 算 額 286117, 874112, 983130, 604110, 97194,

(要求要旨） 
 
  「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」（平成１８年４月２１日中央防災会議決定） 
及び「災害被害を軽減する国民運動の具体化に向けた取組について」（平成１８年１２月１３日専門調査 
会報告）に基づき、個人や家庭、地域、企業、団体等が日常的に減災のための行動と投資を息長く行う国 
民運動を展開するために必要な経費である。 
 
1  実践的な防災行動推進事業経費                                            82,549（ 106,118）  
 
2  防災功労者表彰                                                           5,659（   5,659）  
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 777111, 20888, △ 56923, １　消耗品費 5533, 5533,( )

２　印刷製本費 77 77( )

３　会議費 513 513( )

４　雑役務費 06584, 634107,( )

計 20888, 777111,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

016防 災 広 報 経 費 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )81017, ( )74418, ( )43517, ( )06715, ( )43514,
予 算 額 81017, 74418, 43517, 06715, 43514,

（要  求  要  旨） 
 
「災害対策基本法」に基づく防災白書の作成のほか、災害発生時に迅速な情報提供を行うホームページの 
管理・運営、防災施策をわかりやすく伝達するための広報誌「ぼうさい」の発刊等の防災広報を通じて、 
国民に対する適切な情報の伝達、防災意識の普及啓発を図る。 
 
1  防災白書印刷製本費                                                       4,978（     6,400) 
 
2  広報誌「ぼうさい」編集・出版                                             2,802（     3,600) 
 
3  防災情報ホームページ管理・運用                                           2,435（     2,435) 
 
   計                                                                      10,215 (    12,435) 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 43512, 21510, △ 2202, １　印刷製本費 9784, 4006,( )

２　雑役務費 2375, 0356,( )

計 21510, 43512,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

026多様な主体の連携促進事
業

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )31715, ( )58114, ( )22429, ( )49947, ( )55531,
予 算 額 31715, 58114, 22429, 05426, 55531,

（要  求  要  旨） 
 
 令和元年東日本台風や令和２年7月豪雨においても、NPOやボランティア等がその支援活動に大きな役割  
を果たした。今後発生が想定される南海トラフ地震等の大災害に備え、行政・NPO・ボランティア等との  
三者連携体制の構築を推進するとともに、特に、一層その力を発揮してもらうための各主体の中核人材の 
育成、裾野の拡大が必要である。こうした状況を鑑み、ボランティア活動を推進するにあたっての方策や 
支援策の検討等により、環境整備を図る。また、全国でボランティアに積極的に参加している事例を発掘 
、発信を行うとともに、専門ボランティアから一般ボランティアまで幅広く参加を募り、意見交換や取組 
発表の場を設け、ボランティアの裾野拡大を推進する。 
 
1  大規模災害における多様な主体の連携推進調査                                   0（    6,400） 
 
2  防災ボランティア活動における調査等                                           0（    3,600） 
 
3  防災・減災、国土強靱化新時代の実現に向けた 
   「避難生活支援・防災人材育成エコシステム」の構築                             0（   30,200)  
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 20040, 0 △ 20040, 雑役務費 0 20040,( )

031官民連携による被災者支
援体制整備事業

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )0( )0( )0( )0( )0
予 算 額 0 0 0 0 0

（要求要旨） 
  近年我が国で災害が頻発化・激甚化する中、民間団体や企業等による被災者支援活動を促進するため   
に、都道府県レベルでの官民が連携したコーディネーションの体制整備が必要である。とりわけ、その要 
にありながら活動が見えにくく寄付等が集まりにくい中間支援組織やネットワークの育成・整備に向けた 
支援が必要であることから、中間支援組織の制度化を含め被災者支援におけるコーディネーション機能の 
強化を進めていく。 
  「避難生活支援・防災人材育成エコシステム」の構築に向けて、地域の意欲ある人材に避難生活支援の 
知見、ノウハウを習得させるための研修会を開催するほか、当該人材と地域の連携推進を図る。 
  併せて、さらなる人材育成推進のため、避難生活支援アドバイザー研修（仮称）、専門コーディネータ 
ー研修（仮称）の検討に向けた調整等を実施する。 
 
 
1  都道府県域・全国域での被災者支援活動の実態調査事業                      35,784（   46,000） 
 
2  大規模災害における多様な主体の連携推進調査                               4,978（        0） 
 
3  防災ボランティア活動における調査等                                       2,802 (        0)  
 
4  防災・減災、国土強靱化新時代の実現に向けた「避難生活支援・防災人材      23,493 (        0)  
   育成エコシステム」の構築 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 00046, 05767, 05721, 雑役務費 05767, 00046,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

036特定地震防災対策施設の
運営に要する経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )228251,( )228251,( )228251,( )228251,( )228251,
予 算 額 228251, 228251, 228251, 228251, 228251,

（要求要旨） 
  阪神・淡路大震災をはじめとした、国内外の地震災害の経験や教訓などに関する震災関連資料の収集・ 
展示及び体験・学習並びに地震防災の調査研究及び専門家の育成等の事業を行う特定地震防災対策施設の 
運営費の一部を補助することにより運営の安定化を図り、もって地震防災対策の向上に資する。 

95053-2815-16-0810特定地震防災対
策施設運営費補
助金

228251, 228251, 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

051国と地方の防災を担う人
材の育成に係る経費

910112, 578107, △ 3325, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )218118,( )399119,( )826173,( )759114,( )723113,
予 算 額 819124, 977122, 675124, 777114, 889114,

（要求要旨） 
  「危機事態に迅速・的確に対応できる人」「国・地方のネットワークを形成できる人」を人物像とした 
防災人材を育成するために、国・地方公共団体の職員等に対して、「内閣府の業務を実体験する研修」、 
「有明の丘基幹的広域防災拠点施設における研修」及び地方で行う「地域別総合防災研修」などを実施す 
る。 
  また、災害活動に従事する防災部局以外の応援職員等に対し、常時、短時間で担当業務の基礎知識や業 
務手順等を習得するための学習ツール（eラーニング等）の整備・運用を図る。 
  更に、これら研修の企画・運営にあたっては、防災全般に精通する有識者委員会を設置し、最新の知見 
や多様化する社会ニーズを踏まえた防災教育や人材育成のあり方について助言をいただきながら、研修指 
導要領や標準テキストの改訂等を実施し、地域の災害対応力の強化に向けた防災人材の裾野拡大を図る。 
 
 
 
1  防災スペシャリストとなる人材育成に関する推進経費                        22,404（   22,426） 
 
2 「有明の丘基幹的広域防災拠点施設」を活用した防災スペシャリストとなる     60,007（   60,952)  
   人材育成の計画的推進経費 
                                                                             
3  地方への出張による人材育成研修のための経費                               6,588（    7,237） 
 
4  企画検討会の開催のための経費                                             6,881（    6,949） 
 
5  研修指導要領等を活用した総合的な人材育成の実施に係る経費                 6,700（    6,774） 
 
6  防災スペシャリスト養成eラーニング整備のための経費                        3,199（    6,571） 
 
7  防災に係る人材の能力評価の仕組みの検討経費                               1,799（    2,001） 
 

95016-2111-05-0710非常勤職員手当 54017, 53917, △ 1
調査員 53917, 54017,( ) 6   人 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 357 384 27内国旅費

災害関係調査等旅費 384 357( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 5632, 5422, △ 21内国旅費

研修職員旅費 5422, 5632,( )

95016-2123-09-2180災害関係調査費 45092, 11387, △ 3375, 雑役務費 11387, 45092,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

006国際防災協力の推進に必
要な経費

050236, 633237, 5831, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )015267,( )618264,( )900247,( )102262,( )276246,
予 算 額 015267, 618264, 900247, 894247, 107231,

001国際防災会議等出席経費 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )6617, ( )7457, ( )0007, ( )0007, ( )0107,
予 算 額 6617, 7457, 0007, 0007, 0107,

（要求要旨） 
 国連仙台防災枠組ミッドタームレビュー等の国連関係国際会議、アジア防災会議等の防災関連国際会    
議、日ASEAN防災委員会等の政府間防災協力の推進に資する会議に出席し、我が国の知見を発信します。  
 
1   国連関係国際会議出席旅費                                                1,327（     3,671) 
 
2   防災関連国際会議出席旅費                                                1,480（     1,253) 
 
3   政府間防災協力推進に資する会議出席旅費                                  8,193（     1,385) 
 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 3096, 00011, 6914, 外国旅費

国際防災協力推進旅費 00011, 3096,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

006アジア地域における多国
間防災協力推進経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )22694, ( )00794, ( )00095, ( )602101,( )000100,
予 算 額 22694, 00794, 00095, 602101, 000100,

（要求要旨） 
  自然災害に対する脆弱性の高いアジア地域に対し、防災情報の収集・提供、人材育成、津波防災に関す 
る意識啓発等の実施を通じ、アジア各国の防災能力の向上を図り、アジア地域での災害被害の軽減につな 
げる。加えて、日中韓防災担当高級実務者会合及び日中韓防災担当閣僚級会合を行うことで、他国の好事 
例の情報を交換し、また、三カ国の持つ高度な防災システムに関する相互学習の機会を持つことで、自然 
災害の被害最小化を図る。 
 
 
1  防災情報の収集・提供                                                    50,719（   51,431） 
 
2  衛星技術を活用した災害リスク情報の収集・提供                            10,748（   10,262)  
 
3  防災教育・人材育成                                                      12,000（   11,328)  
 
4  仙台防災枠組のための災害指標整備に資するGLIDE普及に関する検討           15,275（   14,802)  
 
5  津波防災に関する意識啓発                                                 7,053（    8,042)  
 
6  報告書                                                                   2,173（    2,104)  
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 96997, 96897, △ 1 環     A17

雑役務費 96897, 96997,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

011国際復興支援プラットフ
ォーム活動に係る会議経
費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )7847, ( )7857, ( )0008, ( )0008, ( )0007,
予 算 額 7847, 7857, 0008, 0008, 0007,

（要求要旨） 
  国際復興支援プラットフォーム（IRP）活動の一環として、近年多発する災害の被災地及び災害に脆弱  
な地域の政府関係者等向けに、国連機関等と連携した国際復興支援フォーラムを開催する。 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 0006, 0016, 1 雑役務費 0016, 0006,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

026新たな国際的な防災政策
の指針・枠組の推進経費

614112, 726111, △ 888 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )800125,( )515123,( )90098, ( )31497, ( )62293,
予 算 額 800125, 515123, 90098, 31497, 62293,

（要求要旨） 
 
第３回国連防災世界会議において策定された「仙台防災枠組2015－2030」が令和５年（2023年）に折り返 
し時期を迎え、同年５月には国連総会において「仙台防災枠組中間レビュー・ハイレベル会合」が開催さ 
れた。同会合で特定された後半期の推進課題を踏まえ、同枠組の世界における実施を加速化するとともに 
、国際防災協力における我が国のプレゼンスを強化する。  
 
1  新たな国際的な防災政策の指針・枠組みの推進に係る経費                     3,112（    4,000） 
 
2  新たな防災政策の指針・枠組み構築のための国連国際防災戦略事務局拠出金   108,614（  108,614） 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 0004, 1123, △ 888雑役務費 1123, 0004,( )

95016-2725-16-9900国際防災戦略事
務局拠出金

614108, 614108, 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

036国際経済活動における戦
略的な防災投資推進に係
る経費

15813, 93810, △ 2202, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )54431, ( )56631, ( )00039, ( )97833, ( )47523,
予 算 額 54431, 56631, 00039, 97833, 47523,

（要求要旨） 
  東日本大震災やタイ大洪水等で見られたように、近年、グローバル経済の進展により、世界的に災害リ 
スクに晒される企業活動が増大している。そのため、「インフラシステム海外展開戦略2025」も踏まえつ 
つ、G20による新たな防災協力の枠組や、アジア・太平洋島嶼国等との協力体制を活かし、我が国の防災  
分野の知見（防災技術・ノウハウ等）を戦略的に発信する。 
 
1  国際経済活動における戦略的な防災投資推進に係る参加経費                   3,159（   3,159）  
 
2  国際経済活動における防災投資促進シンポジウム実施経費                     7,779（   9,999）  
 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 1593, 1593, 0 外国旅費

国際防災協力推進旅費 1593, 1593,( )

95016-2123-09-2180災害関係調査費 9999, 7797, △ 2202, 雑役務費 7797, 9999,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

011災害復旧・復興に関する
施策の推進に要する経費

573125, 032113, △ 54112, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )64881, ( )245177,( )598700,( )673464,( )413116,
予 算 額 64881, 314101, 59895, 422268, 413101,

001被災者生活再建支援法関
連調査経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )28410, ( )3109, ( )28410, ( )9524, ( )3564,
予 算 額 28410, 3109, 28410, 9524, 3564,

（要求要旨） 
  被災者生活再建支援制度の適正な運用を図るため、多様な災害態様や被災者を取り巻く状況・ニーズが 
 変化している中で、支援法の適用状況や支給世帯に対する生活再建の実態把握の調査等を行う。 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 0001, 0001, 0 雑役務費 0001, 0001,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

011被災者支援・復興対策の
推進に要する経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )64858, ( )32289, ( )12354, ( )847113,( )77039,
予 算 額 64858, 32269, 12354, 59647, 77039,

（要求要旨） 
  復旧・復興に係る施策や過去の災害での具体的な取組事例を「災害復興対策事例集」等としてとりまと 
め、その取組内容を地方公共団体に周知しているところ。地方公共団体の復旧・復興対策がより迅速かつ 
円滑に取組むことができるよう、近年の大規模市あ外における普及・復興への取組事例等を追加収集・分 
析し、災害で得られた教訓と有効な事前対策等を取りまとめる。また、地方公共団体のニーズ調査結果を 
踏まえ、ハンドブック・事例集の構成等の見直しを行い、公表・地方公共団体への周知を行う。 
  また、被災経験のない自治体が関係部署間で連携し、発災からのフェーズに応じた取り組みを行うため 
、各種支援策の適用が迅速かつ的確に実施された事例や発災を想定した訓練を実施している自治体の取組 
などについて調査・分析を行う。 
  近年、日本各地で地震や水害等の大規模災害が頻発し、甚大な被害が発生しており、被災自治体等から 
、復旧・復興に迅速に取り組むため、激甚災害指定の早期化が強く望まれている。 
  「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づく激甚災害の指定は、被災自治体 
が行う被害状況調査による被害額の算出が必要となるため、国が被害状況調査を支援し、早期化に取り組 
んでいるところである。 
  ＩＴ技術等の活用により、更なる指定の早期化が可能となるよう現在の被害状況調査に代わる新たな被 
害額の算出方法について調査・検討を行うものである。 
  罹災証明書は、各種支援の判断材料として活用されるため、発災後速やかに発行する必要があり、国民 
の関心も高まっていることから、一層の効率化・迅速化が求められている。一方で、被災経験が乏しい自 
治体では、書道対応が円滑に進まず、一定の時間を要している実態も散見される。本調査では、災害時に 
実際に行われた被害認定調査及び罹災証明書交付事務の実施方法、体制等について調査し、効率化・迅速 
化に資する取組事例を収集する。 
  災害救助法の救助の実施に当たり、 
  ・被災自治体への応援職員の派遣、 
  ・被災自治体への支援物資の輸送、 
  ・応援に要した費用の被災自治体への求償手続き等について発災後の被災自治体と応援自治体が相互で 
応援職員や支援物資の投入状況等を即座に把握可能となる、アプリケーション等を設計・構築し、救助費 
用の求償手続きの簡素化・効率化を図る。 
  ※１  令和２年12月、規制改革担当大臣から「災害救助法の救助費用の求償手続きの効率化」に関し、 
自治体からの要望を踏まえた対応についての要請があり、令和３年３月、防災担当大臣から検討を行う旨 
が公表された。 
  ※２  災害救助法の救助に関し、被災自治体への応援職員の派遣を実施する各自治体から、効率化に資 
する取り組みを進めるためにはシステム開発が必要であるとの意見が多数あり、システムの整備に向けた 
検討等を実施し、要件定義等の基礎となる課題の抽出を令和４年度に実施（令和３年度補正予算）、令和 
５年度は求償手続きの効率化に向けたシステムの整備のための「要件定義」を実施することとした。 
 
 
1   復興対策の推進経費                                                      9,004（   10,000） 
 
2   激甚災害の指定見込みを速やかに行うためのIT技術等活用方法の調査検討     27,012（   30,000） 
 
3   災害の被害認定基準等の適正な運用の確保経費                             13,000（   13,000） 
 
4   災害救助法に基づく救助費用の求償手続きの効率化に関する業務             20,200（   24,000） 
 
                                                                                               

95016-2123-09-2180災害関係調査費 00077, 21669, △ 7847, 雑役務費 21669, 00077,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

016被災者支援に関する総合
的対策の推進経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )71612, ( )61378, ( )191636,( )874345,( )28772,
予 算 額 71612, 68222, 19131, 874215, 28757,

（要求要旨） 
 
  令和４年４月の「避難所における生活環境の確保二向けた取組指針」等の改正を踏まえ、避難所におけ 
る良好な生活環境の確保に向けた取組を推進するため、自治体におけるマニュアル等に基づく取組や課題 
について調査・検討を行う。特に、キッズスペースや福祉避難所の確保といった要配慮者等への対応、女 
性の視点を踏まえて避難所運営の課題や取組等に関する調査検討を行う。 
  大規模災害が頻回に発生する近年において、高齢者等の要支援者の避難の実効性確保は急務であり、個 
別避難計画の作成を早期に進める必要がある。このため、都道府県を対象とした全国会議や加速化支援事 
業などを実施し、都道府県による市町村に対する総合的支援の実現を図る。 
  自然災害が激甚化・頻発化し、被災者の早期の情報把握と生活再建の実現が喫緊の課題となっている   
中、被災者が抱える多様な課題が解消されるよう、一人ひとりの被災者の状況を丁寧に伺い、関係者が連 
携して必要な支援を行う取組である「災害ケースマネジメント」を一層推進する必要がある。 
  一人ひとりに寄り添った被災者支援を行う栲、小熱避難計画の作成や、ケースマネジメントの実施など 
、災害発生前後を通じて、一人ひとりに寄り添った支援が可能となるよう、官民連携プラットフォーム等 
を構築するとともに、これらの取組を実施していくための体制構築や訓練実施等、先進的に取り組む自治 
体を支援し、横展開を行う。 
 
1  避難所における良好な生活環境の確保等に向けた取組の検討                   9,271（    9,271） 
 
2  個別避難計画作成の推進                                                  26,545（   30,302） 
 
3  災害ケースマネジメントの普及・定着                                       7,000（    8,000） 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 57347, 81642, △ 7574, 雑役務費 81642, 57347,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

016地震対策等の推進に必要
な経費

617487, 613433, △ 00454, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )251724,1, ( )025205,1, ( )610590,( )748663,( )373681,
予 算 額 491112,1, 689788, 668528, 346534, 138526,

001地震対策の推進に要する
経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )518185,( )928229,( )202230,( )660272,( )032278,
予 算 額 518185, 928229, 202230, 032223, 032228,

（要求要旨） 
 
（１）令和５年度に取りまとめられた「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」の報告を踏ま 
え、国民の地震防災対策や津波早期避難の意識にかかる調査を継続的に実施し、防災意識の工場・維持に 
必要な対策の検討を進める。 
（２）令和７年３月に１０年を迎える「首都直下地震緊急対策推進基本計画」の見直し（閣議決定）のた 
め、防災対策の進捗状況や最新の統計データ及び知見等を反映した被害想定を実施し、次期防災・減災対 �
策の検討する。 
（３）中部圏・近畿圏直下地震について、有識者の意見を聴取しながら、最新の知見に基づく震度分布等 
の推計を行う。 
（４）「一斉帰宅抑制」の基本原則の実効性確保二向けて令和５年度に具体化検討を行った取組のフォロ 
ーアップを行うとともに、民間事業者の協力の阻害要因となる制度的課題について、有識者の意見と聴き 
ながら対策の在り方を検討する。 
（５）令和７年３月に１０年を迎える「首都直下地震緊急対策推進基本計画」の見直し（閣議決定）のた 
め、対策の柱の一つである電気火災の防止について、施策指標である感震ブレーカーの普及に関する実態 
把握調査を実施する（令和５年度承認申請予定）。 
 
1  南海トラフ地震の防災・減災対策の検討                                    24,939（   61,360） 
 
2  首都直下地震の防災・減災対策の検討                                      60,018（   40,000） 
 
3  中部圏・近畿圏直下地震のモデルの再検討                                  75,000（   50,000） 
 
4  帰宅困難者対策の検討                                                    10,011（   38,300） 
 
5  感震ブレーカーの設置状況に係る一般統計調査                              60,001（        0） 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 660212, 969229, 30917, 雑役務費 969229, 660212,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

016災害対応業務標準化の推
進に必要な経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )88137, ( )10944, ( )98456, ( )768102,( )362155,
予 算 額 59522, 60624, 04629, 99442, 12750,

（要求要旨） 
 
【官民連携ＰＦ】 
近年、頻発化、激甚化する災害に対して、より効果的・効率的に対応していくためには、デジタル技術を 
はじめとする民間が持つ先進技術を防災分野で積極的に活用することが重要であるが、多くの地域におい 
ては、防災似化する先進技術に知見を持つ事業者に幅広くアクセスしづらい現状にある。 
これを踏まえ、「防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム」（防テクPF）を設置し、セミナーの開 
催やマッチングサイトの開設により、地方公共団体等のニーズと民間企業が持つ先進技術とのマッチング 
支援や先進技術の効果的な活用事例の横展開を行うほか、地方公共団体等のニーズと民間企業が持つ先進 
技術とのマッチング支援や先進技術の効果的な活用事例の横展開を行うほか、地方公共団体が持つ官民ネ 
ットワークとも連携することで、防テクPFへの地方公共団体・民間企業等の参画拡大を図り、防災分野へ 
の更なる先進技術導入を促進する。 
【ISUT】 
地方公共団体等がISUTへの地図提供依頼を円滑に行い、迅速な災害対応を可能とするため、ISUT活用研修 
の実施を通じて周知を図る。なお、令和６年度以降は、ISUTは次期総合防災情報システムを使用しての活 
動となるが、現在以上に取り扱う情報量が増加するため、地図作製業務等の対応の増加も見込まれ、それ 
に対応可能な体制を整備する。 
【国際標準化】 
いわゆる「防災ISO」の提案に向けた取り組みに対し（経済産業省等の支援を受けて）、内閣府もオブザ  
ーバーとして参加しているところ。特に、災害対応業務に関する国際標準化に対応するため、わが国にお 
けるJIS化等について迅速な国内対応を図るとともに、我が国から災害対応に係るノウハウを提供してい  
くことで、国際標準化の実効性を高めるための取り組みを実施している。 
 
1  防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム                               9,895（   16,994） 
 
2  ISUTの効果的な活用促進に関する検討業務・体制強化                        23,282 (   28,133)  
 
3  デジタル・防災技術ワーキンググループ関係等                               7,438（    6,000） 
 
4  国際標準化                                                               3,112（    4,000） 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 12755, 72743, △ 40011, 雑役務費 72743, 12755,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

061火山災害対策の推進経費 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )273183,( )251171,( )424172,( )424192,( )497172,
予 算 額 273183, 251171, 424172, 424172, 497172,

（要求要旨） 
  （１）抜本的な火山防災体制の強化のため、各火山地域が抱える課題抽出を行うとともに、火山専門家 
を活用する仕組みの構築や火山専門家の育成、継続的な確保等について将来を見据えた検討を実施し具体 
的な仕組み・体制を整備するとともに、火山防災対策の調査研究に関して、解決すべき課題を抽出し最新 
の成果及び他災害や海外での活用事例を調査し、推進体制も含めた検討を行う。 
  （２）大規模な噴火が発生した際の広域的な避難などの安全確保に係る対策や、広域降灰への対策等に 
ついて、関係象徴及び火山地域における検討状況を取りまとめ、基本的な応急対応等の考え方や対策の具 
体化に向けた調査検討を行う。 
  （３）各火山の避難計画を多様な火山現象に応じた実践的な計画とするため、火山防災協議会と協働し 
た火山防災訓練の企画支援モデル事業等を通じ、火砕流や噴石といったさまざまな火山災害の特徴に応じ 
た避難の考え方を整理し、各火山地域に実装するための取組を行う。 
 
1  火山防災対策に関する連携強化及び推進体制の検討                          39,794（   39,870） 
 
2  広域噴火災害対策の検討                                                  47,442（   60,475） 
 
3  各火山地域の特性を踏まえた火山防災対策の推進                            17,632（   24,000） 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 018158, 868104, △ 15053, 雑役務費 868104, 018158,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

076防災情報の収集機能強化
に必要な経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )47710, ( )45110, ( )45110, ( )3519, ( )3519,
予 算 額 47710, 45110, 45110, 3519, 3519,

（要求要旨） 
  ＳＮＳが普及する中、昨今の地震・火山の噴火などの自然災害の多発から国民の防災意識は高まってお 
り、適時・適切な災害対応と国民の被害の最小化のため、より迅速的確な情報発信等を推進する必要があ 
る。このため、ＳＮＳを活用した、災害情報の発信、災害情報の収集など、２４時間３６５日の支援体制 
を確保・強化する。 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 3519, 3519, 0 雑役務費 3519, 3519,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

081土砂災害・水害等の災害
時における避難対策等の
推進経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )39485, ( )96461, ( )13166, ( )13166, ( )13166,
予 算 額 29247, 96461, 13166, 13166, 13166,

（要求要旨） 
  （１）大規模水害時の広域的な避難の在り方について、地域特性や被害特性に応じて、避難手段や避難 
情報の伝達方法が整理できるように引き続き検討し、より具体的で実効性ののある計画を各地方で策定で 
きるようにするとともに、首都圏における検討状況を踏まえ、政府としての具体的な広域避難のオペレー 
ションについて整理を行う。 
  （２）住民の避難リテラシーについて評価するため、住民に対するアンケート調査を実施するとともに 
回答結果の分析を行う。また、住民が適切な避難行動をとれるよう、自治体と共同で人の行動特性等を踏 
まえた避難に関する調査検討を実施する。 
 
1  首都圏等における大規模水害時の住民避難に係る検討                        30,060（   22,100） 
 
2  水害・土砂災害からの住民の主体的な避難行動の促進に係る検討              15,638（   15,661） 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 46152, 69845, △ 7636, 雑役務費 69845, 46152,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

021防災基本政策の企画立案
等に必要な経費

214234,1, 509071,1, △ 705162, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )306722,1, ( )127295,1, ( )675753,1, ( )193174,1, ( )811461,1,
予 算 額 218346,1, 437218,1, 117213,1, 194124,1, 234372,1,

001防災基本政策の企画立案
等に要する経費

11731, 62731, 510 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )63332, ( )43632, ( )504140,( )18331, ( )11731,
予 算 額 63332, 43632, 68434, 18331, 11731,

（要求要旨） 
 「内閣府設置法」第４条第１項第７号に基づく、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び災害からの 
 復興に関する基本的な政策に関する事項の企画及び立案並びに総合調整に関する事務を行う。 
 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 9891, 2222, 233内国旅費

災害関係調査等旅費 2222, 9891,( )

95016-2123-09-2180災害関係調査費 12829, 40529, 277１．備品費 4461, 4461,( )

２．消耗品費 6011, 6011,( )

３．印刷製本費 1076, 1076,( )

４．通信運搬費 6736, 1156,( )

５．光熱水料

電気料 1041, 3851,( )

６．借料及び損料 69210, 69210,( )

７．雑役務費 7821, 7821,( )

計 40529, 12829,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

006非常災害発生に伴う現地
災害対策等に要する経費

40243, 41643, 14 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )18893, ( )10597, ( )23377, ( )23377, ( )47557,
予 算 額 66476, 62576, 23377, 23377, 47557,

 （要求要旨） 
  令和３年度に発生する災害について、災害発生と同時に職員を派遣し、被災情報の把握を行うとともに 
、必要に応じて政府調査団等による現地派遣を行い、地方公共団体の長等に対し必要な指導・助言を行う 
など、的確かつ迅速な災害応急対策を行わせる。 
 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 9802, 9912, 11内国旅費

災害関係調査等旅費 9912, 9802,( )

95016-2123-09-2180災害関係調査費 36540, 32240, △ 43（１）消耗品費 5381, 5381,( )

（２）通信運搬費 2565, 2565,( )

（３）借料及び損料 0011, 0011,( )

（４）会議費 0 43( )

（５）賃金 5685, 5685,( )

（６）雑役務費 95926, 95926,( )

計 32240, 36540,( )

95199-2133-09-9030自動車重量税 57 103 46自動車重量税 103 57( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

011中央防災無線網の管理に
要する経費

789934, 283792, △ 506142, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )096264,1, ( )370882,( )795108,1, ( )890721,( )827076,1,
予 算 額 532904, 160826, 774779, 890721, 250987,

（要求要旨） 
  中央防災無線網の機能維持のため、各設備の運用監視や点検・修繕等を行うとともに、指定公共機関等 
に対し中央防災無線網を構築するための設備整備及び老朽化により機能の正常性を確保できなくなる可能 
性が高い設備の更新を行うために必要な経費である。 
 
1  中央防災通信維持費                                                     737,338（  804,078） 
 
2  無線通信機器等整備費                                                    54,945（  130,711） 
 

95016-2123-09-2118中央防災通信維
持費

078804, 338737, △ 74066, 宙     M00

１　通信運搬費 80154, 64363,( )
 
国庫債務負担行為の内訳 
   令和5年度議決分（事項：中央防災無線網専用通信回線等利用)               （単位：千円） 
┌───────────┬─────┬────┬────┬────┬────┬────┐ 
│                      │  限度額  │  5年度 │  6年度 │  7年度 │  8年度 │  9年度 │ 
├───────────┼─────┼────┼────┼────┼────┼────┤ 
│A.議決額              │   106,920│  11,880│  23,760│  23,760│  23,760│  23,760│ 
└───────────┴─────┴────┴────┴────┴────┴────┘ 
 
国庫債務負担行為の内訳 
   令和５年度議決分（事項：中央防災無線網専用通信回線等利用)              （単位：千円） 
┌───────────┬─────┬────┬────┬────┬────┬────┐ 
│                      │  限度額  │  5年度 │  6年度 │  7年度 │  8年度 │  9年度 │ 
├───────────┼─────┼────┼────┼────┼────┼────┤ 
│A.議決額              │    97,978│   7,537│  22,611│  22,610│  22,610│  22,610│ 
└───────────┴─────┴────┴────┴────┴────┴────┘ 
 
国庫債務負担行為の内訳 
   令和2年度議決分（事項：中央防災無線網専用通信回線利用）                （単位：千円） 
┌───────────┬─────┬────┬────┬────┬────┬────┐ 
│                      │  限度額  │  2年度 │  3年度 │  4年度 │  5年度 │  6年度 │ 
├───────────┼─────┼────┼────┼────┼────┼────┤ 
│A.議決額              │     9,854│     930│   2,231│   2,231│   2,231│   2,231│ 
├───────────┼─────┼────┼────┼────┼────┼────┤ 
│B.契約額              │     9,110│     186│   2,231│   2,231│   2,231│   2,231│ 
├───────────┼─────┼────┴────┴────┴────┴────┘ 
│C.国債を要しなかった額│       744│ 
└───────────┴─────┘ 
 
国庫債務負担行為の内訳 
   令和4年度議決分（事項：中央防災無線網専用通信回線利用）    （単位：千円） 
┌────────────┬──────┬─────┬─────┬─────┐ 
│                        │   限度額   │   4年度  │   5年度  │   6年度  │ 
├────────────┼──────┼─────┼─────┼─────┤ 
│A.議決額                │    7,971   │   3,509  │   2,231  │   2,231  │ 
├────────────┼──────┼─────┼─────┼─────┤ 
│B.契約額                │    5,727   │   2,849  │   1,439  │   1,439  │ 
├────────────┼──────┼─────┴─────┴─────┘ 
│C.国債務を要しなかった額│    2,244   │ 
└────────────┴──────┘ 
 

２　借料及び損料 854148, 356153,( )
 令和6年度議決分（事項：事務機器借入等)     （単位：千円） 
┌───────────┬─────┬────┬────┐ 
│                      │  限度額  │  6年度 │  7年度 │    
├───────────┼─────┼────┼────┤      
│A.議決額              │    39,126│  16,854│  22,272│ 
└───────────┴─────┴────┴────┘ 
 

３　雑役務費 683533, 079587,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

計 338737, 078804,( )

95016-2204-15-0510無線通信機器等
整備費

711130, 94554, △ 76675,

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

021災害対策本部予備施設の
維持管理に要する経費

98738, 08935, △ 8983, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )97448, ( )96048, ( )29252, ( )78947, ( )31943,
予 算 額 97448, 96048, 29252, 78947, 31943,

（要求要旨） 
  首都直下地震等の大規模災害で都心関係施設（官邸等）が甚大な被害を受けた場合に備え、国の災害対 
策本部機能、内閣府（中央合同庁舎第８号館）の防災専用の通信統制・情報処理のバックアップ機能等を 
持つ「災害対策本部予備施設」を効率的に運用するための維持管理を行う。                           
                                                                                               
                                                                     

95016-2123-09-2180災害関係調査費 25132, 51027, △ 7414, １　光熱水料 7147, 6078,( )

（１）電気料金 5147, 3848,( )

（２）水道料金 182 203( )

上水道 138 154( )

下水道 44 49( )

（３）ガス料金 18 20( )

２　雑役務費 79619, 64423,( )

計 51027, 25132,( )

95016-2123-09-5510各 所 修 繕 7366, 5797, 843１．本館（昭和６３年９月竣工、延床面積　３，０１５㎡）

３５年経過 6632, 5272,( )

２．新館（平成１０年１０月竣工、延床面積　５，１５０㎡）

２５年経過 4534, 2094,( )

備蓄倉庫（令和６年竣工予定、延床面積１，６４５㎡）

１年経過 463 0( )

計 5797, 7366,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

026東京湾臨海部基幹的広域
防災拠点の維持管理に要
する経費

12343, 40539, △ 7183, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )69458, ( )94754, ( )09458, ( )70752, ( )91447,
予 算 額 69458, 94754, 09458, 70752, 91447,

（要求要旨） 
  首都圏において大規模かつ広域的な災害が発生した際の、政府の現地対策本部機能、救助活動や物資搬 
送等の拠点としての機能を確保するために整備した東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘、東扇島 
）を効率的に運用するための維持管理を行う。                                                   
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               

95016-2123-09-2180災害関係調査費 92737, 92733, △ 0004, １　消耗品費 842 842( )

２　光熱水料 83212, 02414,( )

（１）電気料金 82612, 01814,( )

（２）水道料金 6 6( )

３　雑役務費 25320, 06123,( )

計 92733, 92737,( )

95016-2123-09-5510各 所 修 繕 1965, 4785, 282１　本部棟（平成２０年３月竣工、延床面積４，８１４㎡（防災施設
部分））

１５年経過 8354, 5864,( )

２　施設棟（平成２０年１月竣工、延床面積６４０㎡）

１５年経過 643 610( )

計 4785, 1965,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

031南海トラフ地震、首都直
下地震及び日本海溝・千
島海溝周辺海溝型地震に
おける応急対策活動の具
体計画策定に係る調査検
討経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )53081, ( )27270, ( )612153,( )405133,( )06575,
予 算 額 53081, 27270, 62982, 40683, 06575,

（要求要旨） 
  南海トラフ地震、首都直下地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝難地震における具体的な応急対策活動 
に関する計画（具体計画）は、それぞれの地震発生時の各防災関係機関が行う応急対策活動の具体的な内 
容を定めている。 
  本調査検討においては、具体計画について、内容の検証を行うとともに、災害から得られた教訓の反映 
、拠点情報の更新等、計画改定のための検討を行う。 
  また、令和５年度に取りまとめ予定の「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」の報告及び 
同年度に変更予定の「南海トラフ地震防災対策基本計画」に基づく新たな防災対策や被害想定の見直しな 
どを踏まえ、広域応援部体の派遣や物資調達、ライフライン対策等の検討を行う。 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 80019, 80017, △ 0002, 雑役務費 80017, 80019,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

036防災計画等の推進経費 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )9389, ( )8049, ( )01010, ( )5148, ( )5148,
予 算 額 9389, 8049, 01010, 5148, 5148,

（要求要旨） 
  中央防災会議では、各種の大規模災害（南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝 
型地震）に関する基本計画を策定し、継続的に見直しを行っている。 
  南海トラフ地震に関する基本計画については令和５年度末をもって減災目標の設定から１０年が経過す 
ることから、デジタル技術の普及を踏まえ防災対策等、新たな課題への対応等を反映するため、基本計画 
の変更を予定しており、新たな基本計画に基づく取り組みの着実な推進を図っていく必要がある。 
  日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する基本計画については、積雪・寒冷等の本地域特有の課題へ 
対応する好事例の収集。横展開等を通じて、本計画に基づく効果的な対策を推進する必要がある。   
 
  １．「防災計画に関する調査・検討（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、南海トラフ地震）」 
                                                                           9,522 （    7,662)  
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 6627, 5229, 8601, 雑役務費 5229, 6627,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

041社会全体としての事業継
続体制の構築推進経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )47541, ( )86232, ( )91367, ( )00223, ( )65041,
予 算 額 47541, 86232, 17933, 00223, 65041,

（要求要旨） 
  首都直下地震や南海トラフ巨大地震等の発生に備え、災害時に国民生活等への影響を最小化するため、 
社会全体の事業継続体制を強化する必要がある。このため、以下の課題について、必要な調査・検討等を 
行う。 
 ・中央省庁の業務継続体制については、有識者による各省庁の業務継続計画の評価等を実施する。また  
 、政府業務継続計画における今後の検討課題として、当該計画の被害想定を上回る事態を想定した代替  
 拠 点と関連する事項について検討を行うこととされており、検討の具体化を進める。 
 ・民間企業の事業継続体制については、取組を行っていない企業もあり、民間企業等の自発的な防災の  
 活動の取組を促進する。 
 ・地方公共団体の業務継続体制については、実効性の確保等が 課題となっていることから、地方公共団 
 体の取組を調査・検証し、課題解決に向けた検討を行う。 
 

95016-2123-09-2180災害関係調査費 48537, 51036, △ 975環     A17

  (要求要旨） 
  首都直下地震や南海トラフ地震等の発生に備え、災害時に国民生活等への影響を最小化するため、社会 
全体の事業継続体制を強化する必要があるため、以下の施策を行う。 
  中央省庁の業務継続体制については、政府業務継続計画（首都直下地震対策）策定から１０年を迎える 
ことから、同計画の見直しについて調査・検討するとともに、有識者による各省庁の業務継続計画の評価 
等を実施する。 
  民間企業等の事業継続体制については、大規模災害時においてもサプライチェーンの寸断等を防ぐため 
、民間企業等の事業継続能力の向上を図る。 
  地方公共団体の業務継続体制については、災害時における人的支援応援の受入れ体制の構築を促進する 
。 
１.中央省庁における業務継続体制の確保                                        13,688(   13,698) 
 
２.民間企業・団体の事業継続体制の構築及び官民連携による防災活動の取組推進    13,309(   14,787) 
 
３．地方公共団体における業務継続体制の確保                                    9,513(    9,000) 
 

雑役務費 51036, 48537,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

051総合防災訓練大綱に基づ
く総合防災訓練にかかる
経費

84977, 85765, △ 99211, ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )77891, ( )37166, ( )22285, ( )47078, ( )93079,
予 算 額 77891, 37166, 22285, 47078, 93079,

（要求要旨） 
  総合防災訓練大綱に定められている、「防災の日」政府本部運営訓練、緊急災害現地対策本部運営訓練 
、住民参加の地震・津波防災訓練等の実施のために必要な経費である。 
 
1  総合防災訓練実施報告書                                                     397（      443） 
 
2  九都県市合同防災訓練と連携した訓練                                         222（      250） 
 
3  緊急災害対策本部事務局運営訓練                                           9,230（    9,233） 
 
4  緊急災害現地対策本部運営訓練                                            13,065（   13,324） 
 
5  大規模地震時医療活動訓練                                                   216（      214） 
 
6  原子力総合防災訓練                                                          36（       36） 
 
7  地震・津波防災訓練                                                      30,701（   34,109)  
 
8  自然災害対処訓練情報の共有・利活用                                      11,990 (   20,240)  
 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 7283, 7503, 22内国旅費

災害関係調査等旅費 7503, 7283,( )

95016-2123-09-2180災害関係調査費 12174, 10762, △ 01412, １　印刷製本費 397 443( )

２　借料及び損料 1171, 600( )

３　雑役務費 59360, 07873,( )

計 10762, 12174,( )

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

031災害救助・被災者支援等
に要する経費

000730,3, 000730,3, 0 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )508313,18, ( )000200,5, ( )172910,11, ( )612615,7, ( )000730,3,
予 算 額 379772,2, 000200,5, 000170,5, 000130,4, 000730,3,

001災害救助費等負担金 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )537476,6, ( )000310,4, ( )672912,10, ( )349830,3, ( )000840,2,
予 算 額 379882,1, 000310,4, 000280,4, 000240,3, 000840,2,

予 備 費 額 427776,19, 381004,16, 983920,10, 0 0

決 算 額 185369,16, 568195,17, 910903,16, 871945,2, 096754,2,

翌年度繰越額 0 0 0 0 0

不 用 額 779883,9, 813118,3, 745929,4, 478884, 90485,

（要求要旨） 
 
  災害救助法に基づき、一定規模以上の災害が発生した場合、都道府県知事又は救助実施市の長が災害救 
助法に基づき、被災者に対して行った応急救助に要した費用について補助（都道府県又は救助実施市の財 
政力に対する救助に要した費用の割合に応じ、５割から約９割を国庫負担）を行う。 
 
（根  拠  法  令）  災害救助法第２１条 
 
（補    助    先）  都道府県又は救助実施市 
 
（補    助    率）  救助費総額が1,000千円以上となったとき 
 
１    普通税収入の2/100以下の部分                           
 
２    普通税収入の2/100をこえ4/100以下の部分                
 
３    普通税収入の4/100をこえる部分                         
 
 
（根  拠  法  令）  武力攻撃事態等における国民保護のための措置に関する法律第１６８条２項 
 
（補    助    先）  都道府県 
 
（補    助    率）  10/10 

95088-2865-16-7590災害救助費等負
担金

000840,2, 000840,2, 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

006災害弔慰金等負担金 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )000325,( )000140,( )500247,( )750243,( )000140,
予 算 額 000140, 000140, 000140, 000140, 000140,

予 備 費 額 000704, 250271, 500107, 0 0

流用等増減額 0 0 0 0 0

決 算 額 750648, 000210, 875246, 625205, 87536,

翌年度繰越額 0 0 0 0 0

不 用 額 250380, 250201, 125108, 12538, 125103,

（要求要旨） 
 
  災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、市町村が、自然災害で死亡した者の遺族に対して弔慰金、 
又は重度の障害を負った者に対して見舞金を支給した場合、国が1/2を（都道府県1/4・市町村1/4）補助  
する。 
 
（根  拠  法  令）  災害弔慰金の支給等に関する法律第７条第２項及び第９条 
 
（補    助    先）  都道府県 
 
（補    助    率）  1/2 

95088-2845-16-7592災害弔慰金等負
担金

000140, 000140, 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

011災 害 援 護 貸 付 金 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )051955,( )000150,( )000150,( )706217,( )000150,
予 算 額 000150, 000150, 000150, 000150, 000150,

予 備 費 額 848794, 101496, 917160, 0 0

流用等増減額 0 0 0 0 0

決 算 額 506254, 519543, 051248, 38491, 53589,

翌年度繰越額 0 0 0 0 0

不 用 額 393495,1, 582102, 0 322126, 46560,

（要求要旨） 
 
  災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、市町村が、都道府県内で災害救助法が適用された自然災害 
で負傷又は住家・家財に被害があった者に対して、災害援護資金を貸し付けた場合に、国がその原資の一 
部を無利子で貸し付ける。 
 
（根  拠  法  令）  災害弔慰金の支給等に関する法律第１２条第１項 
 
（補    助    先）  都道府県、指定都市 
 
（補    助    率）  2/3 
 

95088-1959-23-1130災害援護貸付金 000150, 000150, 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内（本）

016被災者生活再建支援法施
行に要する経費

３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

( )920556,10, ( )000600,( )000600,( )807323,3, ( )000600,
予 算 額 000600, 000600, 000600, 000600, 000600,

予 備 費 額 601429,8, 100173,16, 975204,8, 0 0

決 算 額 688031,12, 500123,8, 219921,7, 375212,3, 125094,2,

翌年度繰越額 771533,12, 663724,16, 319002,6, 495147,3, 750480,

不 用 額 438697,2, 709458,4, 100606,11, 569964,2, 620172,1,

（要  求  要  旨） 
 
    被災者生活再建支援法に基づき、自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、被災 
 
  者生活再建支援法人が支給する支援金の２分の１に相当する額を補助する。 
 

95053-2715-16-0827被災者生活再建
支援金補助金

000600, 000600, 0

要求
番号 事 項 ６ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減


